
国家公務員の給与

※ 俸給（行政職俸給表（一））、地域手当、本府省業務調整手当などを基礎に算出

※ 扶養親族がいない場合を想定

期末・勤勉手当

年２回（６月・12月）

計４．５ヶ月分

扶養手当

配偶者： ６，５００円（月額）

子１人につき：１０，０００円（月額）

住居手当

賃貸マンション等の入居者

最高２８，０００円

単身赴任手当

単身赴任している職員

最高１００，０００円

○採用当初の給与額（俸給＋地域手当＋本府省業務調整手当）

・一般職（大卒） ２２５，８４０円
※東京都特別区内で勤務する場合における令和２年4月1日の給与の例

モデル給与例
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年次休暇の使用実態（30年度）
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男性の育児休業取得率(30年度)

○年次休暇・1/1～12/31において20日（翌年に繰越可）
○病気休暇・原則90日まで
○特別休暇・ボランティア、結婚、育児・介護関連、夏季等
○介護休暇・通算６月まで（3回まで分割可）

国家公務員の休暇

○基本形 １日７時間45分（8：30～17：15）
土曜日、日曜日及び祝日は休日

→ 柔軟形
・時差通勤 毎日 9：30～18：15 など
・フレックスタイム 月曜日 9：30～16：15

水曜日 8：30～19：15 など

勤務時間

○交替制勤務 原則として４週間につき１週間当たり38時間45分
原則として４週間につき８日を休日

参考資料

国家公務員の勤務条件等



育児休業の取得状況

○育児休業取得者数
平成３０年度に新たに育児休業をした一般職の常勤の国家公務員
（以下常勤職員）

３，２６０人（男性１，３５０人、女性１，９１０人）

新規育児休業取得者の育児休業期間

○平成３０年度に新たに育児休業をした常勤職員の休業期間の平均
１０．４月（男性１．８月、女性１６．４月）

○育児休業取得率
男性２１．６％（前年度１８．１％）

女性９９．５％（前年度９９．７％）

１月以下

30.3％

１月超３月以下

6.6％

３月超６月以下

6.2％

６月超９月以下

7.7％

９月超12月以下

18.0％

12月超24月以下

18.1％

24月超 13.1％

育児休業期間の状況（男女計）

１月以下0.7％ １月超３月以下

1.8％

３月超６月以下

6.2％

６月超９月以下

11.0％

９月超12月以下

27.7％

12月超24月以下

30.4％

24月超 22.3％

育児休業期間の状況（女性）

その他支援制度

○育児休業手当金
組合員（任意継続組合員を除く。）が育児休業中、報酬の全部又は一部が支給されないときは、育児休業手当金が支給されます。

・支給される額

育児休業期間１日につき、標準報酬の日額（標準報酬の月額の１／２２）×５０／１００に相当する額（※）が支給されます
（支給額には上限（雇用保険給付相当額）があります。）。

なお、報酬の一部が支給されているときは、育児休業手当金との差額だけ支給されます。
※ 支給開始日より１８０日までは６７／１００、１８１日以降は５０／１００。

・支給される期間

育児休業に係る子が１歳に達する（誕生日の前日）（※）まで支給されます。
ただし、他の休業給付と同様に、勤務を要しない日（土・日曜日）は支給の対象にはなりません。
※ 育児休業に係る子について保育所への入所申請を行っているが承認されない等、財務省令で定める場合に該当するときは、給付期間を最長２歳に

達するまで延長することができます。
※ 共働きの父母が、子が１歳に達するまでの間にともに育児休業した場合に、育児休業手当金の給付が可能な期間は「育児休業等に係る子の年齢が

１歳２か月に達するまで」となります。
ただし、育児休業に係る子が１歳２か月に達するまでの間に１年以上育児休業等をした場合については１年の給付となります。

１月以下

72.1％１月超３月以下

13.5％

３月超６月以下

6.1％

６月超９月以下

3.0％

９月超12月以下

4.4％

12月超24月以下

0.8％
24月超 0.1％

育児休業期間の状況（男性）


